
第一種電気工事士免状の交付申請を行う方へ  

１ 申請に必要な書類                           

２ 免状交付申請手数料 

申請書に、次の区分に相当する金額の「北海道収入証紙」を貼付して下さい。 

区分 金額 

第一種 ６，０００円 

(令和元年 10 月手数料改定) 

 ※｢収入印紙｣と間違えないように気をつけて下さい。 

※北海道収入証紙は、道内に本店がある銀行等から購入してください。 

（居住地が道外の方で北海道収入証紙が購入できない場合は、申請時に現金で手数料を納付してください。) 

３ 申請書類の提出先 

住民登録をしている市町村を管轄する総合振興局及び振興局に提出（郵送可）してください。 

 

４ 注意事項 

 ⑴「住所・氏名及び生年月日を確認できる書類」については以下のいずれかとします。 

 ・住民票の写し（申請日前 6ヶ月以内に作成されたもの）、もしくはそのコピー 

 ・マイナンバーカード（申請日が有効期限内のもの）のコピー【表面のみ】 

 ・運転免許証（申請日が有効期限内のもの）のコピー【両面】 

 ・住民票記載事項証明書（申請日前 6ヶ月以内に作成されたもの、もしくはそのコピー 

⑵ 写真は、申請書提出前 6 ヶ月以内に撮影した無帽、正面上半身像の無背景のものとし、裏面に氏名を記載

すること。 

⑶ 試験結果通知書は、（財）電気技術者試験センターが発行し、各受験者に郵送されたもの内、第一主電気

工事士試験結果（はがき大）の原本（コピー不可）を添付してください。 

   なお、筆記試験結果通知書、技能試験結果通知書、合格証書は添付の必要がありませんので注意してく

ださい。 

⑷ 免状送付用封筒は 23.5cm×12cm の定型とし、住所と氏名を記載してください。（郵便切手は不要です。） 

⑸ 申請書に貼付した北海道収入証紙は、割印をしないでください。 
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第一種電気工事士試験合格者 

【実務経験３年以上】 
○ ○ ○ ○ ○ 

      ○ 

 

 
 ○ 

 

電気主任技術者免状所有者 

【同５年以上（免状取得後）】 
○ ○ ○ 

 ○ 

 ○ ○ 

  ○ 

  ○ 

 

高圧電気工事技術者試験合格者 

【同３年以上(試験合格後)】 
○ ○ ○ 

 ○ 

 ○ 

 ○ 

 ○ 

 ○ 



 

５ 実務経験について 

  (1) 実務経験には、３年以上従事（電気主任技術者は 5年）した工事等の内容を具体的に記載してください。 

      実務経験証明書の記載内容は、①電気工事に関する免状等の取得日、②どのような電気工作物に従事し

た、③従事した電気工事の内容(具体的に)、④工事件数(おおよそ件数)など、記載してください。 

   なお、次の電気に関する工事は、実務経験として認められませんので、注意してください。 

     ア 軽微な工事（電気工事士法施行令第１条） 

     イ 特殊電気工事（電気工事士施行規則第２条の２） 

     ウ 電圧５万ボルト以上で使用する架空電線路に係る工事 

   エ 保安通信設備に係る工事 

     オ 軽微な作業（電気工事士法施行規則第２条） 

  (2) 実務経験の証明に期間が、２ヵ所以上の会社等にまたがる場合には、それぞれの会社等の雇用主（代表

者）からの証明が必要となります。     

  (3) 一人親方又は勤務していた会社が倒産等により存在しない場合には、次の者からの証明が必要となりま

す。 

ア ２以上の電気工事業者（それぞれの証明が必要です。） 

イ 組合等に加入している場合には、当該組合等の代表者 

  (4) 実務経験証明書の「職務の内容」の欄に書ききれない場合には、別紙として記入してください。 

  (5) 全国的規模にわたる会社等で、雇用主（代表者）から実務経験を証明する権限を委任された者（支店長、

営業所長等）が証明する場合には、委任状の原本を添付してください。 

  (6) 通常の実務経験書と「電気事業法施行規則第５２条第２項に規定する委託契約による保安監督業務」に

従事していた方の実務経験証明書の様式は異なりますので、事前に当課に問い合わせ又は申し出てください。 

  (7) 交付申請される前に「実務経験証明書」を確認したいと思いますので、申請先に FAX 等で送付して下さ

い。 

 

６ その他 

 (1) 免状交付申請に申請期限はありません。 

   (実務経験が３年未満の方は、３年以上の実務経験を積んでから交付申請して下さい。) 

 (2) 実務経験証明書の証明者について 

実務経験証明書の証明者について、ここ数年、「登録電気工事業者」もしくは「みなし登録電気工事業

者」以外の電気工事業者から証明される場合が多くあります。電気工事として営んでいれば、登録もし

くは届出しなければなりません。したがいまして、証明者が電気工事業者として登録・届出をしていれ

ば、登録番号もしくは届出番号をお知らせ下さい。 

 

７ 郵送先、お問い合わせ先   

    〒０６０－８５５８ 

     札幌市中央区北 3条西 7丁目道庁別館 6階 

      石狩振興局産業振興部商工労働観光課指導保安係 

      TEL：０１１－２３１－４１１１（内線３４－４３１） 

            FAX：０１１－２３２－１９５０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                               

        
     北海道収入証紙貼付             

        
                 

                                               

 様式第 2（第 6条関係） 

                      
電気工事士免状交付申請書 

 

  
                            

                              

                      年  月  日   

                              

                              

  北海道知事 様                        

                              

                              

  

           

申請者 住所 

          

  

  

              

                          

  

              

電話番号                     

  

              

フリガナ 

         

  

  

              

氏  名                     

  

              

生年月日       年   月   日生 

                               

  電気工事士法第 4条第 2項の規定により第  種電気工事士免状の交付を受けたいので、次のとおり申請

します。  

 

◎電気工事士免状を受ける資格 

 1 第一種電気工事士試験に合格し、かつ、実務経験を有する   

  2 第二種電気工事士試験合格 
        

  

  3 養成施設修了 
            

  

  4 認定                                 

 ※受付欄 ※経過欄 

     

 

 

 

 

 

 

 
勤務先 

所在地   

 名称    電話番号(  )  - 

 (備考) 

                         1   この用紙の大きさは、日本産業規格 A4とすること。             

2   ◎印欄には、該当する事項を○で囲み、これを証明する書類を添付すること。     

3   ※印欄には、記入しないこと                   

4   この申請書には、「住所、氏名及び生年月日を確認できる書類」及び「写真（この申請書提出前 6月

以内に撮影した縦 4cm、横 3cmのもので、裏面に氏名を記入すること。）」1枚を添付すること。   



様式１ 

実 務 経 験 証 明 書 

ふりがな 
 

生年 

月日 
 年   月   日 

氏     名  

現 住 所 
〒                    （ＴＥＬ．       ） 

現在の勤務 

先の名称及 

び所在地 

名  称                        （ＴＥＬ．       ） 

所在地 〒 

実 務 経 験 の 期 間 及 び 内 容 

所属部署及び 

役 職 名 
期     間 職   務   の   内   容 

  

 年 月 日～ 

 

  年 月 日 

 

通 算 期 間 年    月  

 

 上記のとおり、実務経験を有することを証明します。 

 

        年  月  日 

 

      所  在  地  〒 

      法  人  名 

      (法人以外の場合にあっては事業所名) 

      代表者氏名                                                        

      (法人以外の場合にあっては任命権者等の氏名) 

    （備考）この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。     



 

 

第３項第２号 

電気工事士法第４条             の認定申請書 

第４項第３号 

 

                                                                年    月    日 

    北  海  道  知  事    様 

                                   申請者  住  所  〒 

 

                                           電話番号（      ）        － 

                                           (ﾌﾘｶﾞﾅ ) 

                                           氏    名                         ㊞ 

                                           生年月日       年    月    日生 

 

                       第３項第２号 

    電気工事士法第４条              の規定により認定を受けたいので、次のとおり申請します。 

                       第４項第３号 

 

申請に係る電気工事士免状の種類 
 

◎ 
 
 
電 
 
気 
 
工 
 
事 
 
に 
 
関 
 
す 
 
る 
 
資 
 
格 

 
電気工事等に関して 
 
合格した試験、検定、 
 
免許、免状又は認定 

試験、検定、 
 
免許、免状又は 
 
認定の種類 

 

資格取得年月日                  年    月    日 

電気工事士法施行規則第２条の４第１項 
 
に規定する電気に関する工事の経験年数 

 
                       年 

電気工作物の工事、維持又は運用に関す 
 
る実務の経験年数 

 
              年 

屋内配線又は屋側配線業務の経験年数                        年 

 
修了した講習 

名          称  

修 了 年 月 日                   年    月    日 

    ※  受    付    欄       ※    経            過            欄 

  

（備    考） 

     １  この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

     ２  ◎欄の記載事項については、記載した事項を証明する書類を添付すること。 

     ３  ※欄には、記入しないこと。 

     ４  氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができる。この場合において、署名は 

必ず本人が自署するものとする。 

 


